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　近年、企業が共同利用型のASP（アプケーションサービスプロバイダー）サービス（ク

ラウドサービス）を利用する動きが盛んになっている。金融機関、特に証券会社も例外では

なく、近年では基幹系システムにもASPサービスを導入するようになってきた。本稿では、

ASPサービスが普及してきた背景と、今後の基幹系業務システムの方向性を考察する。

金融業界の基幹系業務システムの変遷

　今日、金融業界における基幹系業務システ

ムは、自社保有のシステムだけでなく、クラ

ウドサービスで提供されるASPサービスの

利用や、ASPサービスをIT資産として買い

取って自社システムに組み込んだ形で利用す

る動きが進んできた。米国における金融に関

するシンポジウムを見ても、新しい技術やサ

ービスの発表が一段落し、今後はASPサービ

スを導入する動きが本格的になっていくこと

が予想される。日本でもASPサービスへの関

心が高まっており、金融機関に限らずASPサ

ービスを利用する企業が増えている。

　金融業界では、特に証券業界向けに複数の

ITベンダーから基幹系業務向けASPサービ

スが提供され、これまで大手を除く多くの証

券会社が利用している。法制度の改定などに

も、ITベンダーは証券会社と協力して着実に

対応してきた。

　2013年 1月には野村證券が野村総合研究所

（NRI）の証券ASPサービス「THE STAR」

の利用を開始するなど、大手証券会社も基幹

系業務システムにASPサービスを利用する

ようになった。これには、ITベンダーが証

券会社のさまざまな要望に基づく機能追加や

自主的な機能追加を進めたことで、大手証券

会社の基幹系業務に適応できるまでに十分な

機能が備わってきたことが大きな理由になっ

ている。このような動きは証券業界に限らず

さまざまな業界で進んでおり、ASPサービス

の適用範囲が広がっている。

ASPサービスの利用が進む背景

　ここで、システムの利用形態を「独自性」

と「標準化」の観点から整理してみよう。

　独自性について言うと、自社システムの場

合は個別対応を自由にできることから独自性

が高い。ASPサービスは個別のカスタマイズ

は可能だが、一定の仕様に縛られるため自社

システムと比べて独自性は低い。しかし最近

では、ASPサービスの部品利用（自社システ

ムにASPサービスの一部機能を追加して利

用する方式）や、前述したようにASPサービ

スの自社システムへの組み込みにITベンダ

ーが応じる場合もあり、ASPサービスでも

IT戦略に応じた独自性を機能ごとに確保す

ることが可能になってきている。

　標準化については、ASPサービスは多くの

利用者への適用実績があることから標準化の
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レベルは高い。これはASPサービスの部品利

用、ASPサービスの自社システムへの組み込

みの場合も同様で、ASPサービスの特徴とも

言える。自社システムの場合は、個別の対応

を実施していることからASPサービスと比

べて標準化レベルは低いと言える。

　特に金融業界の基幹系業務システムは、世

代を重ねるつれて複雑化し標準化を困難にし

ている場合が多い。またメインフレーム（大

型汎用コンピュータ）を抱えている企業で

は、技術者やプログラム部品の不足といった

課題も顕在化しており、以前から基幹システ

ムを新しいプラットフォームに構築し直すマ

イグレーションの必要が言われている。さら

に、今日では経営戦略に対するITの影響度

がますます強まっているため、グローバル展

開や経営環境の変化に柔軟に対応できるシ

ステムの確保が求められている。そのため、

IT部門に対しては、ASPサービスも活用し

つつ自社最適のシステムを組み上げる能力が

以前に増して求められるようになっている。

これらが、ASPサービスを利用する動きが加

速する背景となっている。

基幹系業務システムの今後の方向性 

　経営戦略の実現に向けたスピーディーで柔

軟なIT活用のためには、他社との差別化に

つながる戦略的業務と、独自性が求められな

い非戦略的業務とを分け、それぞれに応じた

IT活用のあり方を考える必要がある。

　金融機関の戦略的業務としては営業、融

資、収益管理、リスク管理などの業務が挙げ

られよう。戦略的業務に係るシステムは高い

独自性が必要になるため、自社システムを開

発し運用することによって必要な機能を満た

すのが普通であった。しかし昨今では、戦略

的業務でもASPサービスを活用する条件が

整ってきた。それはASPサービスを部品的

に利用することや、ASPサービスを買い取っ

て自社に合う形でパッケージとして利用する

ことが可能になってきたからである。そのた

め、自社システムとASPサービスの組み合わ

せは効率的な機能強化策と言えるのである。

NRIも、企業が自社の差別化要素を盛り込め

る形でASPサービスを提供している。また、

自社システムのマイグレーションを実現する

手段という意味でもASPサービスの利用価

値は高い。

　一方、税制対応やリスト照合など、差別化

要素が少ない非戦略的業務に係るシステム

は、実績があり低コストなASPサービスを利

用することが効果的であろう。

　今、そして今後ますますIT部門に求めら

れることは、経営戦略に応じた柔軟なシステ

ムを実現し、ITを活用して企業の独自性と

効率性を生み出すための “デザイン力” であ

る。自らもユーザー企業のIT部門からスタ

ートしたNRIは、ITソリューションの提供と

ともに、これからもユーザー企業のIT部門

強化を支援していく。 ■
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